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２２運動の基調（運動方針抜粋）

Ⅰ、教習生・自教労働者に魅力的な環境づくり

１、１８年後に生き残る職場を

一昨年の出生数は 84 万人と大幅に減少しましたが、昨年の統計は 81 万 1604 人と
過去最低を記録しました。しかし、2022 年６月までの出生数も最低が続いているこ
とから年間を通した出生数は 80万人を下回り過去最低を更新するといわれています。
自教業界にとって少子化は大変深刻なもので、18 歳人口は現在から約 30 ％減少す

ることから、今後、教習生が集まらない職場の企業閉鎖が増加し、人気のある職場は

教習生が集まるといった二極化が進むと考えられます。

東自教・共闘労組職場は少子化においても教習生を確保し、生涯職場の発展、組合

員の生活改善を果たさなければなりません。

企業間競争に勝ち残り、生涯職場を発展させていくには、自教経営者が「職場の社

会的使命を自覚し、生き残り競争に勝つ」といった決意を表明することが最も重要で

す。同時に、労使による意見交換と合意を図ることも重要です。

組合としては取り巻く情勢を認識し、仲間の諸要求を前進させるために「言語・態

度・服装：教習内容」の向上に努め、教習生確保と社会的な信頼を獲得することが必

要です。（労働モラル）

自教経営者に職場の発展を決意させることが最も重要な取り組みですが、組合とし

て生涯職場の発展を意思統一し、具体的な取り組みを実践していくことが必要です。

令和３年末現在における全国の教習所は 1,300 カ所、指定自動車教習所を卒業した
者は 172 万 3,923 人で，前年に比べ 12 万 1,717 人（7.6 ％）増加しました。卒業者が
増加に転じた理由は、コロナ禍において大型二輪免許・普通二輪免許取得者が，前年

に比べ 14.9 ％増加したものが影響していると考えられますが、今後は減少に転じる
と予測さえます。

(2)選ばれる教習所を目指す
①認 知＝知ってもらう

②親しみ＝安心感（怖くない）、開放的（入りやすい、明るい）

③信 頼＝必ず卒業させる、教習生の人格を決して否定しない。

④不満点の調査＝予約、送迎、時間など

⑤強みの再認識＝立地、アクセス、アンケート、設備、信頼される職員

⑥改 善＝不満点を解消し、強みを再強化、労働モラルの強化
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２、新たな生涯賃金体系の構築

３、定年後の生活費と賃金

４、労働力不足が企業存続に悪影響の恐れ

労働力が不足すると業績の悪化や閉鎖など悪影響が出てきます。多くの入所生がい

たとしても、教習を行う教習指導員や検定員が不足すれば期限内に卒業させることが

難しくなります。在校生の教習がすすめなくなれば、経営者は残業協力、有給休暇の

の自粛、公休出勤が慢性化し教習指導員１人にかかる負担が増し、長時間労働など労

働環境の悪化により体調悪化や退職が相次いでしまう可能性もあります。

厚生労働省の労働力調査によれば、これまで増え続けていた労働力人口は 2020 年
に減少に転じたとしています。

少子化のもと日本政府は IT 人材の教育を国が認定する制度を導入するとしている
ことから、自教業界で優秀な人材を確保することが一段と厳しくなることが予測され

ます。

５、６５歳定年と70歳までの継続雇用の実現

東自教は、人手不足、組合員の生活改善を考慮し、65 歳定年を基軸とし、70 歳ま
での継続雇用制度の導入を要求設定していくこととします。なお、60 歳以降の働き
方は個人の体力等様々であることから、柔軟に要求していくことも求まられています。

65 歳定年が実現するまで継続雇用制度を適用する職場に対しては、同一労働・同
一賃金を追求し、組合員の利益確保を目指すこととします。

６、制度・政策要求

Ⅱ、たたかう労働組合の使命と文化の継承

１、パワハラや不当処分、「合理化」攻撃には、ストライキや抗議行動、

法廷闘争で断固闘う

労働組合は「組合員の団結によって、組合員の労働条件の維持・改善、その他経済

的地位の向上を図る」「組合員が安心して働ける」ことを最大の使命としています。

そのことから、春闘・秋闘、一時金の団体交渉のほか、諸課題については随時団体

交渉で対等な立場にたって問題解決を目指すこととします。

一方、経営者からの組合・個人攻撃など不当な攻撃には、東自教の総力をあげて断
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固闘い抜くこととします。

２、次期役員の育成

３、要求前進に向けた戦術設定と闘争資金の確保

４、組織強化・拡大

５、政治への取り組み

６、政党・資本から独立し、政党支持の自由を堅持します


